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1 序
新しい保護貿易政策として， VER(Voluntary Export Restraint)が大きな関
心を集めるようになっている。 VERは，すでに1960年代から特に我国の対米
輸出で行われてきているのであるが， 1980年代に入って多用されるようになっ
．てきた1)0 
VERの経済分析としては， BergstenC. F. (1975)のパイオニア的な論文
に始まり， TakacsW. E. (1978), Murray T., W. Schmidt and I. Walter 
(1983)などが， VERと輸入割当 (Quota)や輸入関税 (Tariff)の同等 (equi
valence)問題を，部分均衡的にとりあげている。また L訟ondoJ.S. (1984), 
Dei F. (1985), Brecher R. A. and J. N. Bhagwati (1987)などが，一般均
衡分析を行っている。しかしこれまでの研究は， VERが Quotaや Tariff
と保護効果などの点で同等かどうかということに重点がおかれており， しかも
＊小論は， 1988年9月から12月まで， GeorgeWashington Universityに滞在したと
きにものしたノートを発展させたものである。 GeorgeWashington Universityで
の研究を可能にしていただいた関西大学に謝意を表したい。 G.W. U. 経済学部の
S. Suranovic, M. Moore, J. Pelzman教授は， このようなテーマについての私の
関心を高めていただいた。その後，関西大学経済学会の研究大会 (1989.7. 13), 関
西学院大学での国際経済学研究会 (1989.8.10),および国際経済学会全国大会(1989.
10.15) で同じテーマで報告する機会を得た。• それぞれの機会に実に多くの方々から
御批判と御教示を受けることができた。これらの方々に心から謝意を表したい。なお，
'GATTと VERの関係については，拙稿「GATTと輸出自主規制」「貿易と関税』，
1990年3月号でとりあげている。
1)対米乗用車 VERは， 1990年度も，現行の230万台で継続されることになった。
ー
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一般均衡分析の場合でも， 2国モデルが用いられてきている。
しかし我国の対米 VERの多くの例から知られるように， VERが Quota
や Tariffと基本的に異なるのは， それがある特定の国から（そして特定のある
財）の輸入を制限するという点にある。・ つまり， VERにはアウトサイダーが
存在すること， したがった差別的 (disc_riminato可）な性格を持っている点が，
Quotaや Tariffと異なる。このようなアウトサイダーの存在は， アウトサ
イダーを経由して長期的に生ずる supplydiversionによって， VERの短期
的な保護効果を無効にする可能性を持っている。
またVERを行う国は， VERを求めた国，またはアウトサイダーに endow-
ment diversionを行うであろう。さらに， VERは commodityspecific 
であるので， ある財に対する VERの要求は，別の代替財の輸出を促進する
であろう。これは commoditydiversionと言ってよいであろう。 VERは長
期的にこのようなdiversionを生じさせる。小論の課題は，新しい保護貿易手
段として一般化している VERの特徴を明らかにするとともに， VERの効
果を短期の側面と長期の側面に分けて考察し， 短期の効果は長期的に生ずる
diversionsによって緩和ないし無効にされることを明らかにすることである。
2 VERとその特徴
VERはいろいろな形で行われるが，一般的には特定の 2国間の（政府の）交
渉に基づいて，輸出国がある財の輸出量を特定の水準に制限するものである。
したがって， それはアウトサイダーの存在を前提にした数量規制である。
VERの特徴を明らかにするには，何故 VERが選ばれるようになってきたか
を考えればよいのであるが，そのためには少なくとも Tariffよりも Quota
が選ばれる理由，およびQuotaでも ImportQuotaではなく ExportQuota 
が選ばれる理由を明らかにしなければならない。
まず，多くの先進国がTariffよりも Non-TariffBarrier, とりわけ Quota
を選好するのは何故であろうか。それは GATTにおける関税引下げの結果，
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Tariffを貿易制限政策として用いることが先進国の間では事実上不可能にな
っていることによる。 DearderffA. V. (1987)は， この点について不完全競
争，不確実性，その他の理由をあげているが2), より基本的には，価格メカニ
ズムが有効に作用しなくなっているので， Tariffの効果が期待できないと主
張している。しかし理論的には次の 2点が特に重要ではないかと思われる。
第1は，輸出国と輸入国がともに経済成長をするような動学的な側面におけ
る QuotaとTariffの違いである。図 1で， Sふはある財の初期の外国の輸
価格
. J,。
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?
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図1
出供給曲線， D。D1はその財の自国の輸入需要曲線である。 自由貿易の均衡点
は E。で， 貿易量は Q。である。いま自国が輸入量を Q1に制限するように
Quota を課せば， 自国の輸入需要曲線は D。品Q1になり，世界価格はP2, 自
国の国内価格は Piになる。その代りに自国が PiP2/PiOの大きさの Tariff
を課しても，世界価格は Pぃ国内価格は Pi,'輸入量は QIで， Quotaの場
2) Deardorff A. V. (1987)を参照。
?
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合と同じ結果を得る3)。しかし， 自国と外国が成長し，自国の輸入需要曲線が
所得の成長によって D。'Di'にシフトし，外国の輸出供給曲線が技術進歩によ
って S。'Si'にシフトするような場合にはどうなるであろうヵlo Q_UOtaであれ
ば，輸入量は Qiでもとのままであるが， Tariffの場合には関税率が変らなけ
れは輸入量は増加するであろう。もし輸入量を Qiに維持しようとすれば，
関税率を引上げなければならない4)。しかし現在のように関税率の引上げが容
易でないとすれば，輸入量が増加するが，これは輸入産業にとっては打撃とな
るかも知れない。したがって， Quotaは経済成長などによって生ずる不確実性
から輸入産業を保護する点で Tariffよりも有効である。 これは， Quotaが
Tariffより選好される理由となる。
第 2は， 多くの国は産業構造の多様化を選好するのであるが， Quotaはそ
のような目標に対して有効であるということである。周知のように，ヘクシャ
ー・オリーン・モデルに生産要素の移動性を仮定すれば，関税の場合には 1国
が選べる生産水準は，ゼロ貿易か自由貿易に対応するものが最終的な均衡点で
ある。若干の保護貿易を行いながら， 産業構造を多様化しようとする目標を
政策的に実現することは不可能である。 これに対して， Quotaの場合には，
Quotaのために財価格は当事国で異なり， 部分特化， したがって産業構造の
多様化が実現できる5)。産業構造の多様化は多くの先進国が望むものであり，
したがって Tariffよりも Quotaが選好されることになる。
では輸入国による ImportQuotaではなく，輸出国による ExportQuotaが
選ばれるのは何故であろうか。これは基本的には， GATIが ImportQuota 
3) Bhagwati J., "On the Equivalence of Tariffs and Quotas," in Trade, Growth 
and the Balance of Payments, 1965, 
4)例えば， 自国の DoD1が D。'Di'にシフトアップすれば， 関税率は E2Ei'/E2Q1に
引上げなければならないし， 外国の S。ふが技術進歩によって S。'ふ’にシフトダウ
ンすれば，関税率は E,品'/ElQ,に引上げなければならない。
5) Falvey _R. F., "A Note on Quantitative Restriction and Capital. Mobility," 
American Ee叩omicReview, March, 1976. 
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には否定的であるが， ExportQuotaに対しては強い否定的な態度をとってい
ないことによる。仮に両者が同じだけ貿易量を縮少させるとしても，前者は保
護政策として非難されるのに対して， 後者が批判の対象とされることは少な
い。これは前者が輸入国に一方的に有利な状況をもたらすのに対して，後者は
輸出量の低下によって，輸出国も生産と所得の削減という犠牲を負担するから
であろう。
ところで， GATTは19条でセーフガードを行うことを認めているが，それ
を実行するためのコストは意外に大きい。したがって，特定の国だけを対象と
した選択的セーフガードが望まれるようになった。輸入国として自由貿易を行
っているという形をとりながら，特定の輸出国に輸出量を規制さすことによっ
て，選択的セーフガードを実行しようとする。選択的セーフガードを，その発
動要件がみたされなくても行いたいという希望を持っているのであるが,VER 
によってそれがかなえられることになる。しかし他方輸出国は，輸出規制によ
って生産と所得が低下するので， その実行には何らかの利益を求めるであろ
う。そこでこのような当事者間で交渉が行われ，輸出国に何らかの利益を与え
るような形の輸出規制が合意される。これが VERである。以上から， VER
には少なくとも次のような特徴があると思われる。
第1に，それは ExportQuotaの1つのケースで， 特定の 2国間の交渉に
基<Export Quotaである。 Quotaや Tariffは多数国に一般的に適用され
るのに対して， VERは特定の 2国間だけで行われる。 したがって，アウイサ
ダーの存在する差別的なものである。要するに， VERは形を変えた選択的セ
ーフガードである。
第2に，それは輸出国による輸出量の制限である。したがって交易条件が可
変的な場合，それは輸出国に有利化し，輸出国は輸出レントを得ることができ
る。これは輸出国を VERに同意させる大きな要因である。今日では一国は貿
易政策の決定に当って，ある程度相手国の利害を考慮しなければならなくなっ
ているが， Quotaや Tariffと比べて， VERは輸出国に交易条件の有利化と
5 
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いう利益を与えることができ，したがって合意されやすい。
第3に， VERは最終的な合意に達するまで交渉が行われるので，報復はな
い。 VERは報復に伴う不確実性をあらかじめ回避するというメリットを持
っている。
第4に， VERは GATTの枠外措置であり，当事国の政府間の交渉で決着
される。したがって， VERの短期的なセット・アップ・コスト (setup cost) 
は QuotaやTariffの場合よりも安いと， VERを求める国（の政府）は考え
ている。しかしアウトサイダーが存在するので，長期的にはアウトサイダーか
らの輸入が拡大して，輸入財の国内生産の保護という VERの目的が達成され
ない危険がある。もしそれを回避しようとすれば，他の多くのアウトサイダー
と VERを結ばなければならず， そのような長期における VERのセット・
アップ・コストは Quotaや Tariffのそれも安いと言えなくなるかも知れな
い。
第5に， VERを求める国からみた場合， それはある財を最も効率的に生産
している国からの輸入のみを制限して，輸入財の国内生産を保護するものであ
る。したがって，短期的には VinerJ. の言う TradeDiversion6>が生じ，
welfare reducingである。
第6に，それは輸出量の規制であって輸出額の規制ではない。したがって，
輸出国は輸出財のグレード・アップによって，輸出額の増やすことができる。
3 VERの部分均衡分析
source specificな VERを扱うためには，少なくとも 3国が必要である。
ここではまず3国1財モデルで， VERがそれを求める国にとって welfare
reducingであること， しかしそれは supplydiversionのない短期的なもの
であることを明らかにする。
6) Viner J., The Customs Union Isue, 1950, Chap. 4. 
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図2(a)は， 3国1財モデルで VERの生産保護効果， supplydiversion, お
H国はよび welfare効果を示したものである。 H,A,Bの3国を考える。
VERを求める自国であり， A国はH国の求めに応じて VERを行うパート
ナー であり，
Py 
B国は VERの対象とならないアウトサイダーである。 図2(a)
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で，嘉は自国の輸入可能財 (Y)の供給曲線， DHはその需要曲線， p。SAは
A国の輸出供給曲線， SA+ふは自国の供給曲線と B国の輸出供給曲線を加え
たものである。 したがって H,A_およびB国全体の総供給曲線は FGT.ふで
あり，初期の自由貿易のもとでの均衡点は E。， 価格は P。である。 自国の供
給量は Qi,B国の輸出供給量は Q1Q2,A国の輸出供給量は QzQ。である。
次に， H国が Y財の生産と雇用の拡大のために， A国にその輸出供給量を
QzQsに規制するように求め， A国がそれに応じて輸出量を QzQsに制限する
ものとする。その場合， A国の輸出供給曲線は P。RSA'となり， 3国全体の供
給曲線は FGTR(SH+ふ＋ふ')となる。新しい均衡点は品になり，財価格は
Piに高まる。 Rは世界価格であるが， これは同時にH国の国内価格でもあ
る。財価格が Piに上昇するにつれて， 自国の生産量は Q1Q4だけ高まり，
VERによる保護効果が生ずる。 しかし同時にアウトサイダーからの輸出供給
量が Q4Q5に高まる。 したがって， このような VERはA国からの輸入をよ
りコストの高い国内生産と B国からの輸入に代替させることになる。 これは
Viner J. のいう TradeDiversionであり， H国の welfareを引下げる。各
国および世界の welfareは次のように変わる。
まず， H国の消費者余剰の損失は Pi凡E。瓦， H国の生産者余剰の利益は Pi
P。MNであり， したがって純損失は ME。凪Nである。 MKLNは， VERに
よってA国からの輸入が自国の生産とB国からの輸入にとって代られること
によるコストの増加分であるが，この中 MTLNはB国の輸出利益で B国が取
得する。つまり， アウトサイダーである B国はA国の VERによって MTLN
の利益を得るのである。また， KJE1Lは輸出レントで VERを行う A国が取
得する。これがA国の利益である。さらに， TKLとJE。品の和，したがっ
て RE品は世界にとっての deadweight loss (死重損失）である。このよう
な VERは， 自国の welfarelossのもとに， A, 氏両国に利益を与えるので
あるが，自国の損失がA,B両国の利益を上回るので， 世界全体で純損失が生
じているのである。
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しかし， H国がA国に Q2Q5のVERを求めるのではなく，輸入量を Q2Q5
にするようにH国が Pぶ/OPaの率の輸入関税を課せば， H国の損失は VER
の場合よりも関税収入KJE1Lだけ少なくてすむ。それはまた AuctionQuota 
によってA国からの輸入をそれだけ制限する場合と同じである。両者はH国
の welfareという点で， VERより好ましいのであるっ
さて， VERの最も基本的な特徴は，アウトサイダーによる supplydiver-
sionである。 しかしこの supplydiversionも短期と長期に分けて考える必
要がある。短期の supplydiversionは P。から Rへの価格の上昇によっ
て， アウトサイダーからの輸入が Q,Q2から Q4Q5に拡大することで示され
る。これは初期の Saにそった supplydiversionである。しかし長期的には
ふそのものがより弾力的になるであろう。それは例えばSH+Ss'で示されて
いる。このような場合，均衡点は品で，財価格は P2の上昇に止まる。 VER
による生産保護効果はN点からN点に対応する生産量に減少し， アウトサイ
ダーからの輸入は Q4Q5から NL'に対応する量に拡大する。これはアウトサ
イダーによる長期における supplydiversi_onであるが， B国の輸出供給曲線
がこのように弾力的になるのは， 例えば生産要素（資本）の移動による生産調
整を考えるか，あるいは VERに直面したA国がB国を経由してH国に輸出
するような場合に生ずるであろう。このような長期においては， H国の wel-
fare lossは小さくなるが，同時に VERの生産保護効果も減少する。逆に言
えば， VER保護効果を持つのは，このような diversionのない短期において
である。
ところで， VERによって財価格が P。から Piに上昇し，その結果生産量
が Q1Q4だけ拡大するのであるが， 図2(b)はこの生産拡大それ自体がH国に
与える利益を考慮したものである。これは JohnsonH. G.1>のいう工業生産
7) Johnson ;ti. G. "An Economic Theory of Protectionism, Tariff Bagaining, and 
the Formation of Customs Union," Journal of Political Econony (June). 
， 
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選好と同・じアイディアを図示している。もしH国がQ1Q4の国内生産の拡大に
よって， Q1Q4nmだけの利益を得，それが ME。瓦Nのwelfarelossを上回れ
ば，このような VERはH国にとって welfareの側面からだけでも正当化さ
れることになる。 しかしこの場合でも， VERよりもH国自身による Quota
ゃ Tariffの方が優れていることに変りはない。
4 VERの一般均衡分析ー一短期分析ー一
次に， offer curveによる 3国2財モデルで， VERの交易条件， supply 
diversion, および welfareに与える効果を考える8)。
図3で， OHは自国(H)の offercurveで， 自国はX財を輸出して Y財を
輸入するものとする。 A国はパートナー， B国はアウトサイダーで，両国とも
Y財を輸出してX財を輸入するが， A国はB国よりも国の規模が大きく， ぁ
y H 
Ye 
y。, H' 
o~ 
T xi 
?? ? ?，?
．?
??
ーー
?
ーー ーー
? ?
?
A+B 
X 
図3
8) Dinopoulos E. and M. E. Kreinin (1989)によるところが大きい。
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る価格比率のもとでより多くの貿易を行うものとする。その offercurveが
OA,OBで，両者を加えたものが， O(A+B)である。初期の自由貿易の均衡点
はeで，交易条件はteである。 OAとteとの交点を Ae,OBとteのと交点を
Beとすれば， Ae, Beで teに接する TradeIndifference Curve U~, UJ 
が，初期の自由貿易のもとでのA,B両国の welfare水準を表わす。またe点
で teに接するばがH国の welfareを表わす。 A,B両国の Y財の輸出量
の和 n+nがY、に等しいこと，またH国のX財の輸出量 X、が， A,B両
国の輸入量の和 X~+X1J に等しいことは言うまでもない。
いま，自国が輸入量を OYQにするように非差別的な ImportQuotaを行
うものとする。 自国の offercu四eは 0血 H'となり，新しい均衡点はm,交
易条件はねとなる。自国のA国からの輸入は巧i,B国からの輸入は巧｝で
ある。 A,B両国の国内価格比率は t,.に等しく，またその welfareはAQ,BQ
で t,.に接する TradeIndifference Curveの水準に低下する。他方， 自国
の welfareは Quota収入が民間に還元されるとすれば U!に高まり， Y財
の国内価格比率は R,.の傾斜にまで高まる。したがって， このような Quota
は交易条件をH国に有利化し，その welfareを高めるが， A,B両国の wel-
fareは交易条件の不利化と貿易量の減少によって低下する。 ' 
次に，これと対称的な差別的な輸入制限ないし選択的セーフガードとしての
VERを考える。つまり H国がA国からの輸入のみを規制し，その輸入が Y,
YQだけ減少するようにしたとする。このような VERの結果， H,A,B国の
welfare, 国内価格比率，および貿易量はどうなるであろうか。まず， VER後
の国際均衡点は”でなければならない。 したがって交易条件はゎであるが，
交易条件がわの場合， offercurve OBとゎの交点PがB国の均衡点であ
る。線分 On から線分 OP を差引けば OS を得る。 S点に対応ずる 0~ が， A
国が輸出し得る VER量である。したがって， A国の offerCurveはOAvA'
のように Av点で折れることになる。 OAvA'とB国の offerCurve OBの
和が， OAv'(A'+B)である。
11 
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VERのもとでは， H国の国内価格もゎであるので， H国の welfareは
U%となる。 A国に VERを求めたH国の welfareは， 自由貿易の場合， ぉ
よび非差別的な ImportQuotaの場合に比ぺて必らず低下する。 B国の wel-
fareは， P点で tnに接する TradeIndifference Curveによって示される。
なぜなら，交易条件がB国（したがってまたA国）に有利化するにつれて， B国
はB、点からP点に対応する水準まで貿易量を拡大し，またB国の国内価格も
tnに等しいからである。 B国の welfareは明らかに高まる。 B国は A国が
VERに直面している間に，交易条件の有利化と貿易量の拡大を行うのである。
図2(a)では， これは A国の輸出が VERによって Q2Qsに制限されている間
に， B国の輸出が Q1Q2から Q4Q5に拡大することに対応している。
他方， A国についてはんと VERのもとでのA国の offercurve OAvA' 
との交点 Sを通る u~ が，その welfareを表わす。 A、と Sを比べればわか
るように， A国には交易条件による利益とともに，貿易量の削減による損失が
同時に生じている。両者の中のいずれが大きいかによって， VER後の A国の
welfare が決まる。もし u~ がS点を通れば， VERのもとでの welfareは
自由貿易の場合と同じである。しかし VER下の A国の welfareが，自由貿
易の場合より必らず低下するとは限らないのである。 この点は重要であり，
VERが Quotaや Tariffに代って一般化してきている 1つの理由となって
いる。
以上から，このような VERによって VERを求める自国の welfareは短
期的には必らず低下し， アウトサイダーである B国は必らず利益を得ること
が知られる。つまり， VERはそれを求める国の犠牲において，アウトサイダ
ーに利益を与えることになる。これに対して， VERを行う A国の welfare
はアプリオリには決まらない。 VERを行う国が VERによって利益を得る可
能性もある。この点は輸入国による Quotaや Tariffと大きく異なるのであ
る。
ところで， 図3の直線 STの傾斜は， A国における VER後の財価格比率
12 
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を表わしており， またH国と B国のそれはんである。 したがって， H国と
B国で Y財の相対価格はA国におけるものより高い。これは長期的な supply
diversionとendowmentdiversionを生じさせるであろう。
5 VERの長期効果
-Supply Diversionと EndowmentDiversion-
A国による Y,YQのVERによって，自国と B国の Y財の相対価格 (=fn)
は， A国のそれ (=ST)よりも高くなっており，したがって，自国は welfare
を犠牲にして Y財生産を拡大するという VERの目的を達成できるであろう。
しかしその効果は短期的なものであろう。というのは，このような短期の均衡
点では財価格が異なっており'..それに応じて次のような diversionsが長期的
に生ずるからである。
第 11こ， A国はB国を経由してH国との貿易を拡大するであろう。 A国と
B国， B国と H国とは自由貿易を行っているので， B国を経由する supply
dive食ionが生ずるであろう。
第2に， endowmentdiversionが生ずるであろう。 endowmentdiversion 
が生ずることを示すためには，財価格と要素価格の関係を明らかにするモデル
を特定化しなければならない。ヘクシャ・オリーンモデルに要素の移動性を仮
定すれば， Y財に用いられる生産要素がA国からH国と B国に流出するであ
ろう。 このような生産要素の変化は， offercurveをシフトさせ長期均衡点へ
の調整を進行させるであろう。 このような長期均衡点がどこに決まるかは，
生産要素の移動性や要素価格の弾力性などによるが， 長期的な endewrnent
diversionが，短期の保護効果を弱めるように作用することは明らかである。
第3に， conrnoditydiversionが生ずるであろう。つまり特定の財へのVER
は，長期的にその代替財の輸出を促進するであろう。また，長期的には輸出財
のグレード・アップを促進するであろう。グレード・アップされた財を質的に
違う別の財と考えれば，これも commoditydiversionに含めることができる
13 
14 . . 闊西大學「継清論集」第40巻第 1 号 (199~4 月）
であろう。 VERは長期的には少なくともこのような diversionを生じさせる
ことになり，それは短期の保護効果を緩和する方向に作用するであろう。
まず， A国がB国を経由してH国との貿易を拡大する supplydiversion 
を考えよう。この場合， A 国が大国であれば，図 2(a)で晶＋ふは SAに一致
し，したがって長期的には VERの保護効果はゼロになる。また図3の場合に
はA国の offercurveは OAvA'は OAに近づくことになり， 短期均衡点
nは OH上を e点に向って進行する。 したがって，ここでも VERの短期の
保護効果は完全に解消することになる。
次に， endownentdiversionによる調整プロセスを考える。 この場合，長
期均衡点がどこに決まり，またどのようなプロセスを経て到達するかは，どの
ようなモデ）レと仮定を考えるかによる。ここでは通常のヘクシャー・オリーン
モデルを仮定し，生産関数は 3国で共通であるとする。また生産要素は資本と
労働で， Y財が資本集約財で，資本のみ国際的に移動するとする。 VERの結
果， H国と B国で Y財の相対価格が高まっているので， A国から H国と B国
に資本が移動するであろう。このような資本移動，つまり endownentdiver-
sionの結果，所与の財価格のもとでA国では Y財の生産が縮少してX財の生
産が拡大し， H国と B国では Y財生産が拡大してX財生産が縮少する 9)。 し
・たがって需要条件が変らなければ， A国の offercurveは右側にシフトし， B
国と H国の offercurveは左側にシフトするであろう。どの程度シフトする
かは，資本の移動性による。そして新しいA,.B両国の offercurveの和と，
新しいH国の offercurv.eの交点で新しい交易条件が決まるが， そこでは財
価格比率と要素価格比率は 3国で等しくなっているであろう。しかしこのよう
な endowmentdiversionによって， 短期的な VERの保護効果が弱められ
ることは明らかである。なお， ここでは supplydiversionと endowment
diversionを別々に考えたが，実際には両者が同時に進行するであろう。
9)リプチンスキ一定理による。 RybcznskiT. M. "Factor Endowment and Relative 
Commodity Prices," Economica (Nov.) 195. 
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さらに， commodity diversionが進行する場合はどのように考えればよい
であろうか。 ここではXとYの2財モデルであるので， この問題を陽表的に
扱うことはできない。 しかし VERによってA国からその代替財が輸出され
るので， その効果はA国の offercurve OAvA'が OAに接近するものとし
て考慮することができるであろう。これも短期の VERの保護効果を緩めるよ
うに作用する。
6 結び
われわれは VERが選好されるようになった理由を考えた上で， VERの部
分均衡分析と一般均衡分析を行った。一般均衡分析では， VERの効果を短期
と長期に分けて考察した。
以上から得られた結論と問題点をまとめて結びとする。
第 1に， VERはそれを求める国 (H)I ことって，短期的には保護効果を発揮
し， welfarereducingである。しかし差別的な性格を持っているので，長期
的には supplydiversion, endowment diversion, commodity diversionな
どが生ずる。 このような dive~sion は短期における保護効果を緩和するよう
に作用する。したがって， VERを求める国にとっての保護効果と wefareloss 
は aYERの直後が最大で，その後緩和される。
第2にアウトサイダー (B国）は VERから短期的には必らず利益を得る。
長期的にも endowmentdiversionによって offercurveが外側にシフト
し， H国との貿易を拡大するので，利益を得る可能性が大きい。
第3に， VER.を行う国 (A)の welfareがどうなるかは，短期的にも長期
的にもわからない。
ところで以上の分析は，完全競争市場を仮定し，また均衡モデルを使ってい
る。しかし第1に， VERは輸入を制限して輸入産業を保護するので，輸入国
側で寡占化を促進する可能性を持っている。それと同時に，輸出国側でも VER
それ自体が輸出カルテルを作ることになり， その結果，現実の輸出量が VER
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の枠を下回ることが生じ得る 10)。したがって，不完全競争モデルの方が適切か
も知れない。第2に，ここでは offercurveによる均衡モデルを用いている。
しかし VERは，実際には例えば貿易収支が不均衡にあるような状況のもとで
行われる。したがって，不均衡にあるような状況のもとで行われる。したがっ
て， 不均衡モデルの方がふさわしいかも知れない。 このような方向への拡張
は， 今後の課題としたい。 しかしわれわれが VERの効果を短期と長期に分
け， VERを求める国にとっての短期の保護効果と welfarereducing効果
が，長期的に生ずる diversionsによって緩和ないし無効にされることを明ら
かにしたことは， 1つの貢献であると思われる。
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